
 

通信教育の適正な実施・運営の確保のための基本的な指針等に関する 

検討会議について 

 

令和８年７月 30 日 

初等中等教育局長決定 

 

１．趣旨 

 通信制高校の質の確保・向上に向けては、令和４年８月の「「令和の日本型

学校教育」の実現に向けた通信制高等学校の在り方に関する調査研究協力者会

議審議まとめ」を受け、令和５年２月に、高等学校通信制課程の規模や教諭の

数等に係る高等学校通信教育規程（昭和 37 年文部省令第 32 号）の一部を改正

する等諸方策をこれまでも講じてきたところである。 

 今般、教育の機会均等を保障するとともに、高等学校の定時制教育及び通信

教育の水準の維持向上を図るため、令和８年７月に高等学校の定時制教育及び

通信教育振興法の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が成立した。

改正法では、近年、定時制高校及び通信制高校において、不登校経験など多様

な背景を有する生徒が多く在籍していることを踏まえ、その多様な生徒の特性

に配慮するとともに、生徒の個性に応じて将来の進路を決定し、豊かな人生を

送ることに資することなどが目的規定に明記された。また、国及び地方公共団

体に加え、定時制の課程又は通信制の課程を置く高等学校の設置者が有する責

務について規定が置かれた。 

 さらに、改正法第９条においては、通信教育の適正な実施及び運営の確保の

ため、文部科学大臣が基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるこ

ととし、基本指針では、通信制高校の適正な管理運営に関する事項等を定める

こととなっている。 

これらを踏まえ、本検討会議では、通信教育の適正な実施・運営の確保のた

めの基本的な指針等に盛り込むべき事項について検討を行うこととする。 

  

資料１ 



 

２．検討事項 

（１）基本指針に盛り込む事項の論点整理について 

（２）その他通信制高等学校に関する施策について 

 

３．実施方法 

 （１）別途委嘱する学識経験者等の協力を得て、上記の検討を行う。 

 （２）必要に応じて上記以外の関係者にも協力を求めることができる。 

 

４．開催期間 

 令和８年８月 31日から令和９年３月 31日までとする。 

 

５．その他 

 この会議に関する庶務は、初等中等教育局高等学校振興課において行う。 
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